

























表 1-1 は 1950-2100 年における世界の主要地域別合計特殊出生率を示してい
る。2020 年現時点で、世界全域の合計特殊出生率が 2.47 で、人口置換水準よ
りも高いが、1950 年代の 4.97 より約 50%下がっていた。現在の出生率だと、
2070 年代から全世界の人口は減少する恐れがある。先進地域の合計特殊出生







図 1-2 は 1947-2019 年の日本の出生率及び合計特殊出生率の推移を表してい
る。1966 年の出生率 (1.58) と出生数は下がったが、まだ少子化問題と認識さ
れなかった。認識されるようになったのは 1989 年、合計特殊出生率は 1.57 に
なった時。2007 年から出生数は減少している。2019 年の時出生率は初めて 90






















ディクル 1992; 経済企画庁 1992; 富士総合研究所 1997; 厚生労働省 1993)。ま














近ければ、親から援助をもらいやすい、出生率は高くなる ( 浅見ら 2000)。未
婚者は親と同居するのは晩婚化にもたらす傾向があるという結論がある ( 山
田 1999)。親と別居する人はパートナーができやすいという判断もある ( 岩上 





















初婚年齢は晩婚化の指標であり、図 2-1 のように上昇している。図 2-1 は厚生
労働省「人口動態統計」により、1975-2019 年の日本の平均初婚年齢の年次推
移を示している。2019 年（令和元年）で、女性の平均初婚年齢が 29.6 歳、男
性が 31.2 歳である。1990 年（平成 2年）より、女性は 3.7 歳、男性は 2.8 歳
上昇している。晩婚化は進んでいるのが確実である。結婚 ( 法律婚 )は少なく


































































ただし、2015 年第 15 回出生行動基本調査報告書によれば、結婚意思のある
未婚者にとって、結婚の障害は「結婚のための住居」を挙げた人は男性 21.2%
を占め、二番目に多かった、女性は 15.3%を占め、三番目に多かった。しか























する割合が大きくなっている (中村ら 2017)。表 2-1 は「第 15 回 (2015) 出生動
向基本調査」によるデータであり、調査・就業の状況別にみた、親と同居する
未婚者の割合を示している。2015 年の調査では、未婚者と親の同居率につい
















査 ,2016」のデータを使用する。ウェーブアンケート調査により、全国の 20 歳
から49歳以下の男女を対象として調査を行った。標本数は3,595人で、うち、
未婚者は 1,400 人で、既婚者（子どもなし）は 886 人で、既婚者（子どもあ


























30 代と 40 代に分類し、性別は男性ダミー変数を使用した。職業を正規雇用、
派遣・パート ( 基準カテゴリ )、自営など、学生、無職に分類した。年収は 14
72
39
段階の変数（なし、100 万円未満、100-200 万円未満、200-300 万円未満、300-
400 万円未満、400-500 万円未満、500-600 万円未満、600-700 万円未満、700-












について、図 4-2-1 から図 4-2-6 までのグラフで表している。







































増やしていき、モデル 2からモデル 6までできた。モデル 3のAkaike Inf.Crit
を除いて、





る人の 0.554 倍で、結果は 1%で有意である。
モデル 2では、年齢という変数も投入した。結果では、親の住まいに同居し
ている人の出産意欲は、持ち家に住んでいる人の 0.537 倍で、結果は 0.1%で

























つ投入し、モデル 8からモデル 12ができた。Nagelkerke R2、Log Likelihood







モデル 8では、年齢という変数も投入した。20 代未婚者より、30 代未婚者
と 40 代未婚者の出産意欲が低い。未婚者は年齢を重ね、出産意欲が低くなる

































































モデル 8では、年齢という変数も投入した。20 代未婚者より、30 代未婚者
と 40 代未婚者の出産意欲が低い。未婚者は年齢が上昇し、出産意欲が低くな



























浅見 泰司 , 石坂公一 , 大江守之 .1997.「少子化現象と居住コスト」『人口問題研究』
53-4(1997.12)15-31 頁 .
浅見 泰司 , 石坂公一 , 大江守之 , 小山泰代 , 瀬川祥子 , 松本真澄 .2000.「少子化現
象と住宅事情」『人口問題研究』56-1(2000.3)8-37 頁 .
阿藤誠 .1982.「わが国最近の出生率低下の分析」『人口問題研究』5:17-24.
安蔵 申治 .2014.「少子化の本当の「原因」とその対応」21 世紀研究所研究プロジェ
クト 21 世紀研究所 ( 編 )『実効性のある少子化対策のあり方―少子高齢化への
対応は日本に与えられた世界史的な役割―』. 東京：経団連出版 .2015,10-48.
Ads era, Alicia. 2004.“Balancing Childbearing and Work under Different Labor 
Market Arrangement: An analysis of European Union Countries.” Population 
Association of America 2004 Annual Meetings program, April 2004.
Ads era, Alicia. 2004.“Balancing Childbearing and Work under Different Labor 
Market Arrangement: An analysis of European Union Countries.” Population 
Association of America 2004 Annual Meetings program, April 2004.
Bec ker, Gary S.1981. A Treatise on the family. Cambridge, Massachusetts. Harvard 
University Press.
Bur ch TK, Matthews BJ. Household Formation in Developed Societies. Populat Dev 
Rev 1987:13:495.
福田 節也 .2005.「未婚者の居住形態と家族形成意欲―『少子化に関する自治体調査』





究紀要』第 26 号 .
岩澤 美帆 .2002.「近年の期間 TFR 変動における結婚行動および夫婦の出生行動の
変化の寄与について」『人口問題研究』,58(3):15-44.
飯島 佐知子 , 横山和仁 .2018.「日本における少子化の社会経済的要因と政策」. 日
衛誌 (Jpn.J.Hyg),73, 305-312(2018).
岩澤 美帆 .2005.「少子化をもたらした未婚化および夫婦の変化」高橋重郷・大淵寛
( 編著 )『人口減少と少子化対策』. 原書房 .49-72 頁 .
岩上 真珠 .1999.「20 代 ,30 代未婚者の親との同別居構造：第 11 回出生動向基本調
査　独身調査より」『人口問題研究』第 55 巻第 4 号 1-15 頁 .
釜野 さおり , 別府志海 .2017. 第 15 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調
査）図表 I- 1-10 調査別にみた、結婚の障害の内容 . 国立社会保障・人口問題研究
所,2017:18.(http://www.ipss.go.jp/ps-doukou/j/doukou15/NFS15_reportALL.pdf)
金子 隆一 .1994.「異性との交渉」『第 11 回出生動向基本調査 : 第 II 報告書』. 厚生
省人口研究所 , 第 4 章 ,pp.41-51.
Ki-S oo Eun. 2003 “Understanding Recent Fertility Decline in Korea.” Journal of 
Population and Social Security (Population, Supplement to Volume 1.
是川 夕 , 新谷由里子 . 第 15 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）
図表 I-3-4 調査別にみた、結婚相手の条件として考慮・重視する割合の推移 ,
国立社会保障・人口問題研究所 ,2017:30.(http://www.ipss. go.jp/ps-doukou/j/
doukou15/NFS15_reportALL.pdf)



















国立 社会保障・人口問題研究所 .2015.「現代日本の結婚と出産―第 15 回出生動向
基本調査（独身者調査ならびに夫婦調査）報告書―」18 頁 .(http://www.ipss.
go.jp/ps-doukou/j/doukou15/NFS15_reportALL.pdf)
厚生 労働省人口問題研究所 ,「平成４年第 10 回出生動向基本調査第 1 報告書　日本
人の結婚と出産」,1993 年 11 月 .
厚生労働省 .2015.『平成 27 年版厚生労働白書』13-17 頁 .





宮本 みち子.2006.「雇用流動化の下での家族形成」.『家族社会学研究』2006:17:29-39 頁 .
村上 あかね .2014.「出生意欲の規定要因」. 東京大学社会学研究所パネル調査プロ
ジェクト ディスカッションペーパーシリーズ No.80.
中村 真理子 , 釜野さおり . 第 15 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調
査）図表 I-4-2 調査・就業の状況別にみた、親と同居する未婚者の場合 . 国立
社会保障・人口問題研究所 ,2017:32. 
 （http://www.ipss. go.jp/ps-doukou/j/doukou15/NFS15_reportALL.pdf） 
内閣府 .「（参考）合計特殊出生率を 2.07（人口置換水準）にするためには」.
 （https://www8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/meeting/kigyo/k_1/pdf/s6-1-3.pdf）







― (2015c), 「―日本の現状と課題―（22）少子化は何故：高学歴化 (1)」,『労
働と経済』,1588.
― (2015d), 「―日本の現状と課題―（22）少子化は何故：高学歴化 (4)」,『労
働と経済』,1591.
― (2015c), 「―日本の現状と課題―（26）少子化は何故：高学歴化 (5)」,『労
働と経済』,1592.







学』原書房 .1-14 頁 .
大谷 憲司 .1993.「婚前交渉 , 結婚 , 妊娠とパーソナリティ特性」『現代日本出生力
分析』関西大学出版部 .167-201 頁 .
小峰 隆夫 .2015.「総論」. 小峰隆夫 ,21 世紀政策研究所編『実効性のある少子化対
策のあり方―日本の世界史的役割―』. 経団連出版 .
小椋 正立 , ロバート＝ディクル .1992.「1970 年以降の出生率の低下とその原因―県
別 , 年齢階層別データからのアプローチ」『日本経済研究』No.22. 日本経済研
究センター .pp.46-76.
Pla, Anna, C. 2003. “Facts and Factors in Low Fertility in Southern Europe: 
The Case of Spain”, Journal of Population and Social Security (Population), 
(Supplement to Volume 1).
佐藤 嘉倫 .2013.「正規雇用と非正規雇用―日本における格差問題―」佐藤嘉倫・木
村敏明編著『不平等生成メカニズムの解明：格差・階層・公正』京都 : ミネル
ヴァ書房 15-34 頁 .
津谷典子 .2004.「少子化の社会経済的要因」『学術の動向』7:14-18 頁 .
和田 光平 .2005.「21 世紀日本の少子化と人口動向」大淵寛・兼清弘之編『少子化
の社会経済学』原書房 .1-23 頁 .
山田昌弘 .1999.『パラサイト・シングルの時代』. ちくわ新書 .
山口 一男 .2004.「少子化の決定要因と対策について：夫の役割、職場の役割、政府
の役割、社会の役割」.RIETI Discussion Paper Series 04-J-045.
謝辞
　〔二次分析〕に当たり、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイ
















一，住房形态 ( 租赁，个人住房，与父母在父母房中同居等 ) 与生育意愿的关系 ；其
二，同居人（一人独居，与双亲同居，与单亲同居等）与生育意愿的关系。
23
